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昭和50

年度の

事業計画

地質調査所は地質に関する国立の総合調査研究機関

としてわが国およびその周辺海域を主たる対象として

地質･地下資源に関する調査研究を行ないもって地球

科学の進歩国民経済の発展国民福祉の向上および国

際社会の進歩に寄与することを使命としている.

これまで科学技術は経済発展の原動力としての面が

強調され発展してきたが近年にいたって複雑な因果関

係によって密接に結びついている人間･社会･自然相

互の関係に対する科学技術の影響について十分分析し

科学技術の進むべき方向を定めることが重要な課題とな

っている.

このような意味で人間の生活社会活動の基盤であ

る土地一地殻を研究の対象にしている地質調査所に対

する期待はますます増大するものと考えられる.

昭和50年度は地質調査船“白嶺丸"による海洋調査

も2年目に入いり昭和49年度の海洋地質部の発足とと

もに軌道に乗りつつある.またサンシャイ'ン計画に

関する調査研究業務の増大にとも狂い研究体制の拡充

をはかるために地殻熱開発部(仮称)1部2課が増設

されることになった.さらに研究体制の整備に関連

して応用地質部を改組して環境地質部として発足する

ことも予定されている.

以上の点を考慮しつつ地質調査所の使命に沿ってと

くに下記の事項に注目しつつ業務の推進をはかる.

1昭和50年度の地質調査所の調査研究業務は前年度

に比して質量ともに著しく増加している.とくに地

熱関係の調査研究(サンシャイン計画)ならびに地震予

知に関する地質学的調査研究において著しい.これら

の研究について所期の成果をあげるためには全所の有

機的連携のもとに主たる担当部課を中心として研究計

画を遂行する必要がある.

2経常研究においては各研究分野のレベルアップに

よる基礎的部門の充実を主眼とし地質調査所業務の特

質を最大限に発揮できるように努める.その際とく

に研究課題の意義･目標をより明確にするよう努力する

とともに各研究成果をなるべく速やかに公表して社会

への還元を促進するように配慮する,なお所内特別

企画室

研究の｢地質図幅の研究｣については図幅検討委員会

による答申の主旨に沿って業務の権進を図ってきたカミ

今後とも重点的な課題として取組むこととする.

3従来から継続している｢資源開発利用および国土

保全技術｣｢海洋資源開発技術｣｢地震予知｣など

の特別研究を進めさらに｢地熱開発｣｢公害防止｣

｢地盤変動に関する特別研究｣に関する研究を推進して

社会的要請に答えるべく全所を挙げて取り組むことと

する.

また設定された目標に従って研究の計画的組織的

遂行を推進するとともに研究の各段階における中間的

検討をかさね十分なる成果の取りまとめをはかる.

4最近地球科学に関する世界的共同研究の気運カミ高ま

りつつあるがこれらに効果的に対応できるように努め

る.技術協力に関しては従来の実績を基盤とし増大

する要請に応じられるよう一層の努力をするとともに

地質調査所のもつ研究ポテンジャノレを活用し発展途上

国との国際協力業務の発展に努める.

5筑波学園都市移転に関しては研究本館予算の全体

枠昭和50年度本出額および昭和51年度本出化額の決定

にともない実施設計終了後直ちに着工する.従って

筑波移転に関する業務はより多くかつより細密に

たるので地質調査所にふさわしい施設と校るよう建設

および関連する諸問題に対して総力を挙げて全所的に

対処する.

6その他業務の実施にあたってはつぎの事項につ

いてとくに留意する.

･安全対策･健康管理および公害発生の防止

･地学に関する情報活動の推進

･電算機の有効利用

･大型機器の有効利用と適正管理

〔特別研究〕

1高分解能空中物理探査技術の研究

本研究は昭和44年度から48年度にかけて行なわれた�



｢広域深部物理探査技術に関する研究｣の成果の上に

立って昭和49年度から5カ年計画で発足した研究で

本年度は2年目にあたる.

本研究は従来の高感度磁気探査方式による精査の研

究を基礎として空中物理深査法を用いた地下構造の高

度なパタｰン解析システムを開発することによって探

査技術の向上に資するとともに国内外の地下資源の開

発に寄与することを目的としている.

昭和50年度は以下の研究を推進する.

1北海道十勝地域を中心とした実験フィｰルドを選び空中

磁気探査の精査の研究と空中電磁波法探査の試験研究を行

なう.空中磁気探査は古生代より新生代第三紀に至る地

層地質構造に対するレスポンスを検討しあわせて収録

デｰタのコンピュｰタ処理による十勝平野およびその周辺

部の地下構造の検出法の研究を行なう.

2電磁波探査法はVLF法測定装置の機上実験を行なう.

とくに古生層中生層第三紀層火成岩等電気比抵抗

の差異のある各種岩石に対する二次電磁界強度分布測定

技術の研究を行なう.これと並行して大地比抵抗の垂直

的変化を検討する多重周波数方式の研究にも着手する.

本年度はその装置の導入と性能テストを行校う.また

電磁波法の記録のデジタル収録装置を作成し大地比抵抗

図作成のコンピュｰタ化フィルタｰ処理等のデｰタ処理

の研究に対処する.

3+勝平野周辺部に分布するおもな岩石を採取しその物性

測定とくに磁性･電気比抵抗を測定し空中磁気図の解

析電磁波法探査技術の研究のための基礎資料とする.

2国際地球内部開発研究

国際地球内部ダイナミック計画(GeodynamicProject,

GDP)は1964年から国際地球内部開発計画(Upper

MantleProjectUMP)にひきつづく固体地球に関する

新しい国際共同研究として1970年国際学術連合会議･

カミその推進を決定レ加入各国に参加を要請した･そ

れをうけて昭穐46年には日本学術会議が勧告をし昭和

46年には測地学審議会カミ建議を行なった.

地質調査所はわが国の主テｰマのひとつ｢島弧の現在

の動きと構造の解明｣のうち｢爆破地震による火山帯

の地下構造の解明｣を担当し火山地帯の深部構造を明

らかにすることを目的としている.本研究は昭和48

年度から5カ年計画とし本年は3年目にあたる.

昭和50年度は初年度から実施している｢南九州マグ

マ多発地帯の研究｣以外に｢大型カルデラの研究｣およ

び｢第三紀火山地域の地殻構造の研究｣もスタｰトさせ

地球物理学･地質学･地球化学的研究手段を集中して火

山帯の地下構造と性質を調べる,研究内容は下記の通

り.

1南九州マグマ多発地帯の研究では鹿児島湾北東側からの

ファンシュｰティングと湾西側地域の屈折法探査を実施

する.

2大型カルデラの研究では鬼界カルデラに関係する火砕流そ

の他の火山岩の地質調査を行ない岩石･地球化学的研究

を行なう.

3第三紀火山地域の地殻構造の研究ではフォッサマダナｰ

信越地域および中央構造線付近の第三紀火山地帯の自然地

震資料を整理し昭和51年度以降の研究に対処する.

3地震予知に関する地質学的研究

国家的プロジェクトとしての地震予知計画は昭和40

年度からはじまり昭和48年には学術審議会は｢地震予知

に関する第3次計画の実施について｣の建議を行扱い

昭和49年から第3次計画が発足するに至った.

地質調査所はブノレｰプリント作成の段階からこの立案

に参加し研究成果を報告してきたが第3次計画にお

いては｢地殻活構造の調査研究｣｢地震波速度の調査

研究｣および｢岩石破壊実験｣を担当して研究を進めて

いる.

本研究は第3次計画の2年目にあたり昭和50年度は

下記の研究を行たう.

1爆破地麗による地麗波速度の研究従来から引続

き大島1…おい下同一条件の下に爆破観測を行ないその変

化の状態から地下におけるストレス蓄積の状況を検出する.

さらに本年度は前橋付近にも爆破点を設定し平塚一青

梅間で観測を行ない大島爆破の逆走時を得ることにより

地震波が通過する地下深部の構造を明らかにする.
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地殻活構造の研究地震多発地域における地殻変

動の実態とその機構を地域ごとに明らかにし活構造図と.

してまとめる.調査地域は南関東伊豆東海地域を

対象とし第四紀後期の活構造解析および活断層の活動度

の研究を行荏う.活構造図は1/200万全国活構造図と

して完成させる.また東海･伊豆･関東西部地域の断

裂系分布図作成のための資料収集も併せて行なう.

3'岩石破壊実験昭和49年度に引きつづき岩石の主

破壊に先立つ微小破壊についての実験的･理論的研究お

よび地殻応力測定法の開発研究を行なう.

4陸棚海域地下資源賦存に関する研究

本邦周辺の海域の鉱物資源探査に関する基礎的研究と

して空中磁気探査を主体とする調査研究を実施し海

域の地下構造を明らかにする.これらの結果は陸棚

海域の磁気図'地球物理的構造図としてまとめられ大

陸棚に発達する積成盆の性状および隣接陸域の地質との�
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関連を知るのに役立ち炭化水素を主体とする海洋鉱物

資源の賦存状況の大局的評価資料と怒っている.本研

究は昭和44年度から8カ年計画とし昭和50年度は下

記の研究を行なう.

前年度に引きつづき四国一九州沖海域および沖縄一

宮古西方海域の両海域に発達を予想される積成盆の性状

を把握しかっこれらの海域の隣接地域の地質との関

連を調べるために空中磁気探査を実施する.その結果

は空中磁気図および磁気構造図としてまとめる㌧また

解析および地質解釈に資するため隣接陸域において岩

石試料の採取を行ない岩石磁気の測定なども行たう.

5深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

太平洋海域に賦存する海底鉱物資源(マンガン団塊･

合金属泥)に関する探査方式を確立するとともにそれ

らの賦存状況鉱物化学組成形成過程等を明らかにし

資源量の算出地質鉱床図の作成等を行狂って海底鉱物

資源の開発利用に有効な基礎資料を提供する.昭和49

年度は新たに建造された地質調査船｢白嶺丸｣を使用

しノ･ワイ南方海域および西太平洋海域において約100

日間の調査を行なった.本研究は昭和47年度から5

カ年計画とし本年は4年目にあたる.昭和50年度は

下記の研究を行なう.

金属鉱業事業団所有の地質調査船｢白嶺丸｣により

ノ･ワイ南西方海域を対象として60日間の調査研究を行な

い海底地形海底堆積物の一般的性質団塊の分布状

況団塊生成の化学的環境団塊を含む堆積層の水平的

連続性などを明らかにする.以上の結果にもとづいて

探査方式の確立をはかるとともに調査海域の地質鉱床

図を作成する.

6日本周辺大陸棚海底地質総合研究

本研究は昭和44～48年度に行なわれた｢海底地質調

査技術の研究｣の成果に立脚し日本周辺の大陸棚およ

び周辺海域について系統的効率的に海底地質の実態を

把握して海底基礎地質図表層堆積図を作成し海底

鉱物資源賦存の可能性をはじめ各種の海底利用地震

予知等に基礎的資料を提供するとともに日本列島弧の

成因大陸と大洋との接触部における地質学的特性に関

する重要な情報を与えることを目的としている.研究

成果は日本周辺海域基礎地質図(20万分の1)および

日本周辺大陸斜面概査地質図(100万分の1)として刊行

する.本研究は昭相49年度から5カ年計画で本年

は2年目にあたる.昭和50年度は地質調査船｢白嶺丸｣

により年間約100目の調査研究を行なう.

1大陸棚海域としては相模灘付近および紀伊水道南方海域

を対象とし物理探査(エアガンスパｰカｰ軍力計

プロトン磁力計)および表層岩盤採取による地質調査を実

施する.

2大陸棚周辺海域としては西南目本太平洋側および西南諸

島西部海域を対象とし物理探査(エアガン重力計プ

ロトン磁力計)を主軸とし深海テレビ観察採泥調査も

行なう.

7地盤変動に関する研究

最近建設省国土地理院が行なっている水準測量の数

年間のデｰタから川崎市に異常隆起地帯があることが

発見され昭和49年12月に地震予知連絡会から公表され

た.

この異常については地震との関連性も考えられるので

早急にその原因の調査を行たう必要性があるために昭

和50年度特別研究に指定された.

地質調査所では地質学的狂立場から

�

㌀

異常地盤変動地域を中心として地質構造断層(活断層の

有無も含めて)等の資料収集および調査

観測井による水位変動および水質変化さらにラドン測定

による地盤変動等の観測

爆破地震による地震波速度の観測などを行ない異常地盤

変動との関係を明らかにする.

〔新エネルギｰ技術開発研究(ザンシャイシ計画)〕

1全国地熱基礎調査

全国約30の地熱地域について放熱量地質および地

下構造調査を昭和48年度から3カ年計画で実施してい

る.昭和50年度は10地域について調査を行なう.

本調査計画の進行に伴ってわが国における地熱エネ

ルギｰ資源の埋蔵量が明らかに妊り国家のエネルギｰ

政策立案に有用な指針を与える.

資源エネノレギｰ庁においては前年度の調査結果にも

とづいて第2段階の調査計画を立案している.

地質調査(写真地質調査併用)空中写真と現地地上

調査によって地熱地帯の範囲および規模を推定し併せて地

熱包蔵量の算定に資する.

地化学調査温泉地下水の性質を調査し地熱貯溜構

造の大略を知り地熱流体の利用上の基礎資料とする.

放熱量調査調査対象区域の地上から自然に放出される

熱量を測定し地熱発電として開発利用できる包蔵熱量評価の

資料とする.�
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物理探査地震重力電気探査在との方法によって

地熱地帯の地下構造を知り地熱の存在状態を推定する手掛り

とする.

2地勢地域の熱水系に関する研究

地熱地域においては天水が地下に入り地下深部に到

達し地下深部のマグマを起源とする地熱により熱せら

れ一定の場所にまとまって存在し(貯溜)そして自

然的人為的に地表にでてくる.この全体のシステム

は地熱地域の熱水系と称されるものである.

地熱発電などは地熱貯溜槽から熱エネルギｰを採取す

るのであるカミその際地熱エネルギｰを合理的(効率

よくかつ保全しつつ)に開発する計画をたてることが

重要である.そのためには熱水系をシステム全体の立

場から総合的に研究し解明する必要がある.本研究は

この観点に立って熱水の解明と調査方法を確立すること

を目的としている.

本研究は昭和48年度から5カ年計画で本年度は3

年目にあたる.モデル地域としては秋田県八幡平北

部と南部宮城県鬼首および大分県九重地域を選び水

理地質熱流量変質地質同位体地質坑井内地質お

よび貯溜層の研究を実施している.

昭和50年度は鬼首地域において昭和48年度より引続

き水理地質熱流量の観測を行なう.九重地域にお

いては昭和49年度より引続き水理地質熱流量の観測

さらに蒸発量水位水質の観測もはじめる.八幡

平北部では引続き熱水注入井を利用して坑井内測定を実

施する.八幡平南部では地盤変動および重力変動計

測を前年度に引続き実施する.また水理地質調査も開

始する.

3広域深部地熱資源に関する基礎研究

本研究は昭和50年度から新規テｰマとして取上げる

ものである.

ここで対象とする地熱資源としては主として高温岩

体および超深度熱水系である.これらの地熱資源は

すでに内外で開発されつつある天然熱水系とは異なり

今後の開発に待つところが大きい資源であり従来の天

然熱水系の場合の延長技術だけではその開発は不可能で

ある.

本研究の役割は従来探査の対象とされなかった上記

資源あ探査法の技術開発を主体とし併せてその資源お

よび天然熱水系をも含めた広い意味での地熱資源の究極

的熱源であるマグマの性状に関する研究を行たうこと

により地熱資源の探査性状調査包蔵量算定などの

基礎デｰタを得ることを目的とする.

地熱資源探査法としてはリモｰトセンシング直接

探査法坑井(内)利用の物理探査法およびジオロジ

ックサｰモメトリｰなど浅層広域から局地的深部を対象

とする総合探査法カミ取扱われる.

マグマシステムに関しては高温高圧の岩石物性と実

験岩石学の研究などカミ行なわれる.昭和50年度の研究

計画はつぎの通り.

(1)直接探査法の研究

イ)A亙MT法およびサｰモグラフィック調査本年度は人

工電磁界を利用した｢磁気･地電流法(AFMT法)｣を導

入しノ･一ドソフトの両面において基礎的間題点の抽出

と次年度以降の本技術の本格的開発への予備調査を行泣

う.サｰモグラフィック調査は適当なサｰモカメラを用

いてカメラによる計測値と地表温度との関係を明らかに

しさらに表面温度分布より地下温度の推定を行なうた

めの数学的解析手法の確立をはかる.

口)リモｰトセンシング東北地方のERTS映像に

よる縮尺1:200,000のフオルスカラ映像を作成することに

よって大規模な地質構造の把握を行底い既存の地質資

料と照合検討して研究地の構造地質学的位置づけを明らか

にする.また大規模潜在高温貫入岩体の反映とみられ

る円形ないし楕円形の線状地質構造の把握も期待される.

さらに1975年1月にERTS-2が打上げられたがこの

熱赤外映像から広域的な地熱異常分布と地質構造との関

連についても検討する.

ハ)ジオロジックサｰモメトリｰ八幡平地域におい

て玉川溶結凝灰岩(100～700万年前)についてX線分

析熱分析EPMA分析絶対年代測定などを行泣い

岩石の性質年代的な相違などを明らかにする.

(2)マグマシステムの研究

イ)高温高圧下の岩石物性の研究岩石･鉱物の高温

下の熱伝導測定法の確立のため必要な鉱物の高温下の熱伝

導機構の解明を行なう.

口)実験岩石学的研究実験条件の目標は1,20ぴC

5,000バｰノレでこれにあらゆる可能な化学組成の反応流

体(揮発性成分も含む)を組合せる実験を行なう･当面

は石英による鉱物温度計の開発をめざす.

4地熱坑井内測定技術の研究

本研究は高温･高圧の条件下にある地熱資源の採取

技術の上で不可欠な坑井内計測技術の開発を目的とし

昭和50年度から7カ年計画で研究を開始する.

昭和50年度は

�

㈩

坑井内連続坑井流量計の開発

フラクチャｰ検出装置として音波検層機の開発狂とを行狂

う.�
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〔国立機関原子力試験研究〕

螢光X線法による岩宿･鉱石の野外観測に関

する研究

野外において螢光X線による測定を行狂うために励

起用R工線源と半導体検出器Si(Li)またはGe(Li)

を用いる方法の測定技術に関する問題点を解決し直接

現地分析が可能な方法の開発を目的とする.本研究は

昭和48年度から3カ年計画で本年は最終年である.

昭和50年度は

1)Ge検出器と励起用ラジオアイソトｰプ57Coを導入しタ

ングステン水銀鉛等の重金属元素の試料を対象に測定

実験を行ない分析法を確立する.

2)ラジオアイソトｰプSi(Li)Ge検出器多重波高分析

器の高感度化簡略化軽量化小型化についての結論を

だす.

3)前年度に引続き現地測定を行ない野外分析の方法を確立

する.

〔国立機関公害防止等試験研究〕

合にはこの処理は深刻な事態を招くことになる.

そこで休廃止後は坑水を積極的に止めたり減少さ

せたりあるいは坑内湧水の衣かでとくに環境汚染に関

係する成分を含むものを選択して処理するなど各種の

対策を講ずる必要がある.そのためには鉱山および

周辺の地質水理地質水収支および微量成分の地球化

学的挙動などを解明し狂ければならたい.

本研究はこれらを解明するとともに解明のために必

要な各技術の確立すたわち鉱物の風化分解機構坑水

の迅速分析法鉱山地域の水文地質図の作成手法水収

支算定手法などを確立する.

本研究は昭和49年度から5カ年計画とし本年は2

年目にあたる.

昭和50年度は東北工業試験所との共同のもとに秋

田県宝倉鉱山を対象として鉱山地質図の作成元素分

布図の作成比流量調査など基礎的狂研究を行なう.

また宮城県津谷地区においても上記項目に関する調査

研究を行狂う.

〔経常研究〕

1汚染底質の調査技術に関する研究

近年内湾において産業廃水都市下水土砂流入に

よる底質汚染および汚染底質が海水とくに底層水に与

える影響カミ著しく増大している.これらの実態を明ら

かにして環境保全に対する調査技術を確立する.本

研究は昭和49年度から5カ年計画とし本年は2年目に

当る.

汚染底質(いわゆるヘドロ)には固相状のものと半

流動性状のものカミあり両者の識別ならびに前者と非汚

染底質との識別がまず重要である.とくに早急に確立

を要する調査技術としては底質の不撹乱柱状試料の大

量採取法底質中の間隙水の分離法同位体法による底

質の堆積年代の測定法高周波音響機器よる物理探査法

などがある.

本年度は瀬戸内海を対象として液相状態の汚染底質

と固相状態の汚染底質の識別に関する研究を行なう.

2休廃止鉱山における坑水の抑制と処理技

術に関する研究

近年国内外の経済事庸の急変によりわカミ国の多くの

金属鉱山は閉山の事態に立ちいたっている.

鉱山カミ活動中は坑水処理も鉱業活動のクロｰズシステ

ムのなかに組み入れて処理されているが休廃止した場

所内特別研究

1地質図幅の研究

3地質標本の研究

一般経常研究
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地質の研究

海洋鉱物資源の研究

水資源の研究

環境地質の研究

探査の研究

鉱物の研究

石油地質の研究

物理探査技術の研究

地球化学の研究

2実験地学の研究

4コンピュｰタｰ利用

の研究
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海洋地質の研究

海洋物理探査の研究

産業地質の研究

鉱物資源の研究

鉱床の研究

石炭地質の研究

物理探査の研究

応用地球物理の研究

化学の研究

23技術(地形･試錐･試作)の研究

24地域開発の研究25資料業務

26海外地質調査協力業務27地質相談業務

要要要�


